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1はじめに
昨今の道内の経済状況は非常に厳しいものが

ある｡このような中で企業に求められているの
紘.経軟を削減することと同時に､新たな収益

源を開拓することであろう｡しかし.これをr調

雲に行うことは.本来企業にとって必要な練粋
の削減や､採許をとることがはば不可能な無謀

な新規投資に繋がってしまうJrLL険件がある｡原
価計罪は､このような危険性に対処するのに非

常に有効な手法である｡本稿では,道内におい

ても比較的数の多いサービス業について.原価
計井の有効な適用について紹介したい｡

2原価計算の機能
原価計算というと､通常,製造業での製品の

原価を計罪するものと理解されることが多い｡
これは一･面では正しく､今日一般に用いられて

いる原価計罪は､製造菜を中JLりこ発展してきた

ものであり.製品原価の評定をその機能の1つ
としている｡だが.原価計算の本来の機能は､
モノである製品の原価を計罪するだけではな

い｡原価計罪は､厳しい競争環境のもとで.企

菜の限られた資源を､効尖的かつ効率的に活用
するための情報を提供することを目指して発展

してきた｡企英の資源の投入と利用の実態を可
視化することによって､合理的な意思決定をサ

ポートすることこそが原価計罪の本来的な機能
といえる｡このような観点からすると､原価計

芹は､魁造業だけに限定されず､サービス掛 こ
おいても十分にその機能を果たせるものといえ

よう9以降では､サ-ビス某との親和性の高い
ABC(活動基準原価計罪)とよばれる原価計界
手法の考え方と､そのサ-ビス英への適用の可
能性について概説する｡

3サービス業におけるABC
B̂Cは､製品の原価をより正確に計罪するた
めに工夫された原価計罪手法である｡ ]̂iCで
は､まず.企業内で行われている活動を識別す

る｡この讃別した活動に1長点をあてtを源の投
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人を活動ごとに躯計する｡そして目的に応じて

設定された対象に､これら活動をさらに躯剤す
ることで､企業が行っていることを可視化する
のである｡

このように､ B̂Cは､活動に嬢点をあてた計
罪桃迄をとっているため.サ-ビス業との親和
性がTL'.'iい｡それではサービス業にABCを適用す
ることによって､どのようなことができるので

あろうか｡本稿では､ABCの代表的な用途であ
る顧客の収益性の測定について紹介する｡

サービス井で合理的な経営管理活動を行うに
あたっての大きな問題は､製造菜での ｢製品｣

にあたるサービス策での ｢サ-ビス｣の定我が
困着任なところである｡顧客に対して何を販売し

ているのかを一様に定義することが困責任なので

ある｡しかし反面でtこのような特性は,サー
ビス集では.顧客に提供する価値を企菜が柔軟

に決定できるということを意味している｡そし
て. B̂Cは､このようなサ-ビス英の特性を維
持したまま､アウトプットの収益性を7rgJ定する

ことが可能なのである｡

ABCは,資源の投入を活動に熊計し.その
後､目的に応じてそれらの活動を何らかの対象

に非計する｡ここで､顧客に企業内の活動を躯
計するというのがIuiCの有効な活用法の 1つで

ある｡サービス英では､多様なニーズに応える
ために.顧客ごとに､さまざまな活動を組み合

わせて提供している｡ここで. B̂Cで､i5源一
活動-顧客という兆計を行うことによって.ど
の顧客に対してどのような活動を提供し､その

ためにどれだけの資源が投入されたのかを可視

化することができる｡この肺報と.顧客が企菜
に支払っている対価の情報を対照することで､
企業の収益構造が明らかになる｡

企業の合理的な意思決定は､収益構造の理解
があってはじめて可能になるものである｡今日

のような厳しい娩争願境下にあってはt企英の

行っていることを可視化する適切な原価計算の

導入は極めて並要であろう｡


